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○新潟市開発行為等の許可の基準に関する条例 

平成２５年１２月２０日 

条例第６６号 

改正 令和３年１２月２７日条例第６２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第３

３条第４項及び第３４条第１２号並びに都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。

以下「政令」という。）第３６条第１項第３号ハの規定に基づき、市街化調整区域内にお

ける、開発行為に係る許可（以下「開発許可」という。）及び開発許可を受けた土地以外

の土地における建築に係る許可の基準に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 市街化調整区域 法第７条第３項に規定する市街化調整区域をいう。 

（２） 開発行為 主として建築物の建築の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更

をいう。 

（３） 開発区域 開発行為をする土地の区域をいう。 

（４） 既存集落区域 自然的社会的諸条件から一体的な日常生活圏を構成していると認

めることができるおおむね５０以上の建築物が連たんしている集落の区域で、当該集落

において開発行為又は建築をすることにより市街化を促進するおそれがないとしてあ

らかじめ市長が指定する区域をいう。 

（５） 予定建築物 開発区域内において建築をすることが予定される建築物をいう。 

（６） 既存宅地 法第７条第１項に規定する区域区分に関する都市計画の決定又は変更

により市街化調整区域として新たに区分された時（以下「線引き時」という。）に、当

該市街化調整区域内において既に宅地であった土地又は宅地とみなすことができる状

態であった土地をいう。 

（７） 戸建住宅 一戸建ての住宅（次号に掲げる店舗等兼用住宅を除く。）をいう。 

（８） 店舗等兼用住宅 戸建住宅であって建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別

表第２（い）項第２号に掲げる住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねる

もののうち建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３０条の３に規定する

ものをいう。 
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（９） 共同住宅 建築基準法別表第２（い）項第３号に掲げる共同住宅及び長屋建ての

住宅で用途が住宅のみであるものをいう。 

（適用除外） 

第３条 既存集落区域内に次の各号のいずれかに該当する区域が含まれている場合は、当該

区域については、この条例の規定は、適用しない。 

（１） 道路を除く一団の空閑地（建築物が建築されていない土地（宅地とみなすことが

できる土地を除く。）をいう。）の面積が３，０００平方メートル以上の区域 

（２） 都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の一部を改正する法律（平成１８

年法律第４６号。以下「平成１８年改正法」という。）の施行の日前に、平成１８年改

正法による改正前の都市計画法（以下「旧都市計画法」という。）第３４条第１０号イ

に該当するものとして開発許可を受けて開発行為を行った区域 

（３） 法第１２条の４第１項第１号に掲げる地区計画を定めた区域 

（４） 新潟県住宅供給公社が宅地を分譲する目的で開発行為を行った土地の区域 

（５） 平成１８年改正法の施行の日前に旧都市計画法第２９条第１項第４号に該当する

ものとして開発許可が不要であった造成済みの工業団地、同日において既に造成済みで

あった工業団地又は線引き時にその市街化調整区域内において既に造成済みであった

工業団地であって予定建築物の用途その他の事項に係る制限がある区域 

（６） 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

（７） 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域 

（８） 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３

条第１項の急傾斜地崩壊危険区域 

（９） 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年

法律第５７号。以下「土砂災害防止法」という。）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

（１０） 水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号の浸水想定区域の

うち、土地利用の動向、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定める

事項を勘案して、洪水、雨水出水（同法第２条第１項の雨水出水をいう。）又は高潮が

発生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民その他の者の生命又は身体に著し

い危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域 

２ 既存宅地が前項第６号から第１０号までのいずれかに該当する区域に含まれている場

合は、当該既存宅地については、この条例の規定は、適用しない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号に該当する区域については、この条例の規定を適
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用する。 

（１） 第１項第９号に規定する区域（土砂災害防止法第９条第１項の土砂災害特別警戒

区域に指定されている区域を除く。）のうち、土砂災害が発生した場合に土砂災害防止

法第８条第１項に基づき市町村地域防災計画に定められた同項第２号の避難場所への

確実な避難が可能な土地の区域 

（２） 第１項第１０号に規定する区域のうち、洪水等が発生した場合に水防法第１５条

第１項に基づき市町村地域防災計画に定められた同項第２号の避難場所への確実な避

難が可能な土地の区域 

（一部改正〔令和３年条例６２号〕） 

（法第３３条第４項に規定する条例で定める敷地面積の最低限度） 

第４条 法第３４条第１２号に該当する開発行為を行う開発区域内において自己の居住の

用に供する住宅以外の住宅を建築する場合の法第３３条第４項に規定する条例で定める

敷地面積の最低限度は、１６５平方メートルとする。 

（法第３４条第１２号に規定する条例で定める区域） 

第５条 法第３４条第１２号に規定する条例で定める区域は、次に掲げる区域又は土地（当

該区域又は土地が農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第８条第

２項第１号に掲げる農用地区域である場合を除く。）とする。 

（１） 既存集落区域 

（２） 既存宅地 

（法第３４条第１２号に規定する条例で定める予定建築物の用途） 

第６条 法第３４条第１２号に規定する条例で定める予定建築物の用途は、次に掲げるとお

りとする。 

（１） 既存集落区域（当該既存集落区域内における既存宅地を除く。次号及び次条にお

いて同じ。）における戸建住宅又は店舗等兼用住宅であって次に掲げる要件に適合する

もの 

ア 申請地（開発許可又は法第４３条第１項の許可の申請に係る土地をいう。以下同

じ。）の周辺の環境と整合するものであること。 

イ 予定建築物の高さは、１０メートル以下であること。 

ウ 敷地面積は、５００平方メートル以下であること。ただし、市長が特に必要がある

と認める場合は、この限りでない。 

エ 申請地に係る既存集落区域の環境を考慮して当該申請地の周辺の区域の市街化を
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促進するおそれがないとして第８条第１項の規定による指定を受けた建築物である

こと。 

（２） 既存集落区域における共同住宅であって次に掲げる要件に適合するもの 

ア 申請地の周辺の環境と整合するものであること。 

イ 予定建築物の階数は、２以下であること。 

ウ 申請地に係る既存集落区域の環境を考慮して当該申請地の周辺の区域の市街化を

促進するおそれがないとして第８条第１項の規定による指定を受けた建築物である

こと。 

（３） 既存宅地における戸建住宅、店舗等兼用住宅その他の建築物であって、申請地及

び当該申請地の周辺の土地利用並びに申請地の周辺の環境保全に支障をきたすことが

ないもの 

（既存集落区域における開発区域の面積） 

第７条 既存集落区域における一の開発区域の面積は、３，０００平方メートル未満とする。 

（既存集落区域及び予定建築物の用途の指定等） 

第８条 市長は、既存集落区域及び当該既存集落区域における予定建築物の用途を指定した

場合は、次に掲げる事項を公告するものとする。 

（１） 既存集落区域の区域及び名称 

（２） 予定建築物の用途 

２ 前項の規定は、既存集落区域及び当該既存集落区域における予定建築物の用途の指定の

変更及び解除について準用する。 

（準用） 

第９条 第３条及び第５条から前条までの規定は、政令第３６条第１項第３号ハに規定する

条例で定める区域及び予定建築物の用途の指定について準用する。 

（その他） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

附 則 

この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

附 則（令和３年１２月２７日条例第６２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 改正後の第３条の規定は、この条例の施行の日以後に申請された開発許可について適用

し、同日前に申請された開発許可については、なお従前の例による。 

 


